
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日本こども教育センター

1 事業の成果

本年度も、当法人の運営体制の維持 。向上、会員の追加募集、講師の養成及び資格検定・付与に関する

事業を行いました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【37,862】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

講師の養成及
び資格検定 。

付与に関す る
事業

こどもの才能を伸ばす講
座運営に携わる講師を養
成するために、資格検定
事業を行い、合格者に対
して、資格の付与を行っ
た。

随時

法人事務

所、大阪

市、福岡

市、東京

都内

10人～

15人

幼児教育
に関心が
ある一般
市民

不特定多
数

37,862

定款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条 関係 )

令和 2年度 活動計算書
自 令和2年 10月 1日  至 令和3年9月 30日

事 業 報 告 用

利活動法人日本こども教育センター

単位 :円
令 釉 ′lヽ 言十 合 計

7,647,000
7.647,000

正会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

4

講師の養成及び資格検定 。付与に関する事業 34,254,217
34,254,217

41_901_217

7,332,444
916,372

8,248,816
給料手当
法定福利費

業務委託費
教材費
広告宣伝費
賃借料
接待交際費
旅費交通費
通信費
支払手数料

24,422,700
246,640

1,683,080
648,000
136,988
75,971

416,984
1,983,689

29.614,052

37,862.

0

0

0

1,720

1, ′20

76,469

273,300
363,232
75,882

1,788,883

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
租税公課
減価償却費
雑費

1_790.

39_653 471

期 滅  1願  【A 2.247.741

D】

159

C D 11当 期 | 増 減 額

5 その他の収益

受取利思

Dl経 営 外 書 日

_____ム 4上聖
636,00(

25,422,44(
,7 0na n■・



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
令和3年 9月 30日  現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本こども教育センター

単位 :円
金   額 小 計 ・ 合 計

1

現金預金

短期貸付金

未収入金

2
1

建物付属設備
減価償却累計額

2
ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

18,296,131
9,000,000

121,600

27.417.731

△

5

1

765

271

600

312

4_494_288

【A】 資 産 合 計 ①+② 31,912,019

1

短期借入金
未払金

前受金

2

長期借入金
退職給付引当金

1,500
3,847,124
1,005,000

24,044
4.877.668

4.877.668

25,422,446
1,611,905

27_034_351

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 31,912,019



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準によっています。

(1)固定資産の減価償却は定額法によっています。
建物付属設備の減価償却は定額法によっていますЭ

(5)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

管理部門科 目

講師の養成及
び資格検定 。

付与に関する
事業 事業 事業 事 業

事業部門計 合計

7,647,000

34,254,217

7,647,000

34,254,217

7,647,000

34,254,217

41,901,217 41,901,217 41,901,217

7,332,444
916,372

7,332,444
916,372

1,720

7,332,444
916,372

1,720

8,248,816 8,248,816 1,720 8,250,536

24,422,700
246,640

1,683,080
648,000
136,988
75,971

416,984
1,983,689

24,422,700
246,640

1,683,080
648,000
136,988
75,971

416,984
1,983,689

76,469
1,273,300

363,232
75,882

24,422,700
246,640

1,683,080
648,000
136,988
75,971

416,984
1,983,689

76,469
1,273,300

363,232
75,822

1,788,883 31.402.93529,614,052 29,614,052
37.862.868 37,862,868 1,790,603 39,653.471

4,038,349 4,038,349 △  1,790,603 2,247,746

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費
教材費
広告宣伝費
賃借料
接待交際費
旅費交通費
通信費
支払手数料
消耗品費
租税公課
減価償却費
雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

特定非営利活動法人日本こども教育センター



3.固 定資産の増減内訳

4.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

5

科 目 期首取得価額 取得 期首簿価 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

5,765,600 4,857,520 5,765,600 1,271,312 4,494,288

5,765,600 4,857.520 5,765,600 1,271,312 4,494,288

有形固定資産

建物付属設備

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
1,500 ∩

υ 1,500
1,500 1,500合計

科 目

計算書類 に

計上 され た
金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人ルの取弓|

1,500 1,500

1,500 1,500

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本こども教育センター

4 目 金   額 ′lヽ    言十 合   計

【ハ

1 1

|
詰 壼

現金預金

手元現金
みずほ銀行普通預金

短期貸付金

未収金
事業未収金

86,227
18,209,904
9,000,000

121,600

27,417,731
2

(1)有形固定資産
建物附属設備

減価償却累計額

5,765,600
△  1,271,312

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

4_494_288

【A】 資 産 合 計 ①+② 31,912,019

【I 】 負 便  ( )部

|コ1｀
増

短期借入金
未払金
前受金

預 り金

1,500
3,847,124
1,005,000

24,044

4.877.668

2
Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ

中

一　
　
　
　
　
　
　
闘

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 4,877,668

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 27,034,351

、】 資  犀



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J泄言精鷹だぢF新維騒lξttξ弩潔暫識鋼覗哲
所並

特定非営利活動法人日本こども教育センター

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏   名

1 理事 。監事
イノウエ サチコ 令和2年 10月 1日

令和3年 9月 30日

年

年

月   日

月   日井上 幸子

2 理事 。監事

サ トウ ヨシヒコ
令和2年 10月 1日

令和3年 9月 30日

年  月  日

年  月  日佐藤 佳彦

3
｀
■事。監事

イノウエ サヨコ 令和2年 10月 1日

令和3年9月 30日

年  月  日

年  月  日井上 佐代子

4 理事・監事
イイヅカ ユリ 令和2年 10月 1日

令和3年9月 30日

年  月  日

年  月  日飯塚 友梨

5 理事・監事
オノダ アイ 令和2年 10月 1日

令和3年 9月 30日

年 月

月

日

日年小野田 愛

6 理事・監事 以下余白
年  月  日

年  月  日

年   月 日

日年 月

7 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事 。監事

年   月   日

年 月 日

年   月 日

日年 月

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和 3年 9月 30日 現在

特定非営利活動法人旦杢二重土菫藍肇L≧三二

氏    名

1

井上 幸子

2

小野田 愛

3

井上 佐代子

4

性藤 佳彦

5

飯塚 友梨

6

鷲見 亜里沙

7

遠藤 香織

野村 佳那子

9

橋本 健裕

10

吉田 直子

11

12

8


